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Abstract

Monitoring data obtained at a seismically isolated building in Tokyo during the 2011 off the Pacific coast of Tohoku

Earthquake are analyzed to investigate the changes in the modal parameters of the building, which are generally used as

global soundness indices in structural health monitoring, in correspondence with the response amplitude of the building.

The modal parameters are identified using AR models from each short segment of the record every ten seconds. The

AR model orders are selected appropriately by the Bayesian framework. The results show that the natural frequency

decreases as the response increases and then regains its value as the response fades, where the value at the end is lower

than that at the beginning. The modal identification is also conducted for daily monitoring data, which are two minute

microtremor response time histories recorded twice a day, showing that the reduction of the natural frequency is not

temporary. This indicates that it is feasible to predict the amplitude of the building response during a severe earthquake

from microtremor observation before and after the earthquake.

概 要

都内に建つ免震建物の 2011年東北地方太平洋沖地震による振動特性の変化を明らかにした。地震応答モニタリングデータ
から、各モードの固有振動数及び減衰定数を ARモデルを用いて 10秒毎に推定し、準連続的にそれらの変化を評価した。そ
の際、ARモデルの次数はベイズモデル選択手法により適切に決定された。同定の結果、応答が大きくなるに従い固有振動数
の低下及び減衰定数の増大が認められ、また、地震終了時の固有振動数は開始時より低く留まっていた。更に、日常モニタリ
ングデータである、1日 2回計測される常時微動記録からも評価を行ったところ、地震後の固有振動数の低下は一時的でない
ことが明らかになった。このことは地震前後の微動観測によって建物の経験した応答の大きさをある程度推定できる可能性を
示唆している。

§１． はじめに

2011年東北地方太平洋沖地震では、首都圏の多く
の建物もそれまでに経験したことのない大きさの応答
を生じた。本論文では、東京都に位置する免震建物の
モニタリング記録を用いて、一般的にグローバルな健
全性指標として用いられるモーダルパラメタ、特に固
有振動数及び減衰定数が、同地震継続中及び地震前後
でどのように変化したかを明らかにする。
近年、リスクマネジメントへの意識の高まりから、

建物への構造ヘルスモニタリングシステムの導入が増
えてきている。また、モニタリングデータを用いた診
断技術についても多くの研究が行われ、主にシステム
同定手法により建物の剛性やモーダルパラメタの変化
を推定することにより健全性を評価するアプローチが

採用されている 1−5)。
一方で、それら研究の多くは建物の地震応答を対象
としており、日常的な常時微動を継続的にモニタリン
グしている例は比較的少ない。研究的にも、常時微動
データから建物の健全性を評価する試みは未だ僅かで
ある 6−9)。
しかし、日常データによる診断は、地震応答データ
による評価の信頼性を支える重要な役割を担う。そこ
で本論文では、地震応答記録と、8年間以上にわたり
蓄積されている日常データ (常時微動定時観測記録)と
の双方を用いて、東北地方太平洋沖地震による建物特
性の変化を詳細に検討する。また、同定モデルの合理
的な選択手法や、対象振動モードの抽出手法、動特性
への温度・応答振幅の影響とその補正手法等について
も議論する。
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図－ 1 対象建物と構造ヘルスモニタリングシステムの概要
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図－ 2 評価対象の基本モード

§２． 建物とシステムの概要

評価対象は東京都江東区に立地した、地上 6階、延
床面積 9066 m2、軒高 26.8 mの免震建物で、1階の
ピロティ部分に設けた 6本の RC造ピア柱の上に各 1
基ずつ鉛プラグ入り積層ゴムを配置し、その上に 2階
から 5階までの 4層からなる S造メガトラスと 6階部
分のペントハウスが載る。
建物には加速度計・変位計・温度計等の各種センサ
が設置され、構造ヘルスモニタリングシステムを構成
している 7)。建物の概要とシステムの構成を図－ 1に
示す。システムでは、1)日常データ: 1日 2回 (0時・
12時)計測される 2分間の常時微動波形、2)イベント
データ: 地震時等に加速度振幅をトリガとして記録さ
れる応答波形、の 2種類のデータを収集している 9)。
2011年東北地方太平洋沖地震では、連続した 980秒
間のイベントデータが得られた。また、日常データは
2003年の建物竣工以来、8年間以上にわたる記録が蓄
積されている。

§３． 振動特性の評価手法

３.１ モーダルパラメタの推定
既往の研究より、本建物には図－ 2に示す 3つの基
本モードが存在することが確認されており 10)、本論

文でもこれらに対応したモーダルパラメタ (固有振動
数・減衰定数)を評価の対象とする。
モーダルパラメタが変化する様子を評価するため、

まず記録から 20秒間のフレームを取り出し、そのデー
タから同定されるモーダルパラメタをフレーム中央の
時刻に対応させる。そのフレームを 10秒ずつ移動さ
せて準連続的に値の変化を評価する。
同定にはフレームの切り出しに伴う誤差 11)を生じ
ず短いデータからも精度の良い推定が可能な、次式で
表される ARモデルを用いる。

A(z)y(t) = e(t) (1)

ここで、yは出力、eは正規白色雑音、Aは時間遅れ
演算子 z−1 の多項式

A(z) = 1 +
na∑
j=1

ajz
−j (2)

na はモデル次数である。
モデル係数 θ = [a1 · · · ana ]T の出力データ D =

{y(t) | t = kΔt, k = 1, · · · , N} に基づく最尤推定量
θ̂Lは最小 2乗法によって推定される。ここで、Δtは
サンプリング間隔、N はデータ個数。j次モードの固
有振動数と減衰定数はモデル係数の推定値から次式に
よって求められる 12)。

fj =
|log pj |
2πΔt

(3)

hj =
− log |pj |
2πfjΔt

(4)

ここで、pj は A(z) = 0の根 (システムの極)である。

３.２ モデル次数の決定
AR 等の多項式モデルを適用する際に常に問題と

なるのがモデル次数の決定方法であるが、ここでは、
ベイズの定理によるモデルクラス選択手法 13)を用い
る。まず候補となる複数の ARモデルクラス (ある次
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図－ 3 最大絶対加速度の分布

数のARモデルの集合)の組M =
⋃Mdを考える。そ

れぞれのMdがある次数 naを持つARモデルの集合
M(na)に対応する。出力データ Dに基づくモデルク
ラスMdの事後確率は、ベイズの定理により下記のよ
うに表される。

P (Md | D,M) =
p(D | Md) P (Md | M)

p(D | M)
(5)

周辺化尤度 p(D | Md)はDに基づくMdの「エビデ
ンス」とも呼ばれ、下記で表される。

EV(Md | D) = p(D | Md)

=
∫

p(D | θ,Md) p(θ | Md) dθ (6)

各モデルクラスの事前確率が等しければ、エビデンス
が事後確率の比率を決定することがわかる。もしMd

が D の下でグローバルに同定可能 (事後確率分布が
単峰)であり、データ数N が大きければ、エビデンス
はラプラスの漸近近似を用いて次式でよく近似できる
14)。

EV(Md | D) ≈ p(D | θ̂L,Md) p(θ̂L | Md) (2π)Np/2

det
[
H(θ̂L)

]1/2

(7)
ここで、H(θ̂L)は θ̂Lにおける対数尤度のヘッセ行列、
Np はパラメタ数である。これにより評価されるエビ
デンスを最大化する次数を選択する。

３.３ 評価対象モードの抽出
同定されたモデルには次数の半分の数のモードが対
応しており、その中から評価対象とするモードを抽出
する必要がある。必ずしも固有振動数の最も低いモー
ドがそれらに対応するとは限らないので注意したい。
同定モデルに対応する全てのモードから評価対象

モードを抽出する手順は以下の通りである。まず最初
の記録における最適次数ARモデルの評価結果から抽
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図－ 4 各モードに対応するシステム出力

出すべき主要モードを決定し、それらモーダルパラメ
タの同時確率分布及び各モード毎の同時確率分布を求
める。次の記録からは、推定された全てのモードの推
定値の組に対し、前出の各モード毎の同時確率分布を
用いて尤度を計算し、それを最大とする組を当該モー
ドの推定値として抽出する。全ての主要モードを抽出
した後で、それらモーダルパラメタの同時確率分布を
評価し、ベイズの定理によって一つ前の同時確率分布
を更新する。この手順を順次繰り返すことによって、
評価対象モードを自動的に抽出していくことができる
13)。

§４． 地震継続中の振動特性変化

４.１ 免震の効果
まず、建物の免震性能を検証するため、地表及びセ
ンサ設置階の応答絶対加速度の絶対値の最大値をX・Y
の各方向毎に図－ 3に示す。図－ 2に示された両翼の
センサのうち、左側のものの値を用いている。図－ 3
で「PIER」と示されているのがピア柱上の応答で、こ
の位置と 2階との間に免震装置が設置されている。こ
れを見ると、地表の絶対加速度に比べ、免震層上の応
答は約 2/5～1/2に低減されており、免震性能が極め
て効果的に発揮されたことがわかる。
なお、免震層の最大変形は X方向 55 mm・Y方向

76 mmで、設計許容変形 500 mmに比べるとまだか
なり小さい。

４.２ 振動特性の変化
確実に全ての基本モードを抽出するため、ARモデ
ルの出力として、1次モードには図－ 2に示した 6階
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図－ 5 固有振動数の推定値
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図－ 6 減衰定数の推定値

床に設置された両センサY方向の平均を、2次モード
には両センサY方向の差の半分を、3次モードには両
センサ X方向の平均をそれぞれ用いた。これらの時
刻歴波形を図－ 4に示す。
これら出力を用いて同定された固有振動数及び減衰
定数の地震継続中における変化を図－ 5及び図－ 6に
それぞれ示す。
固有振動数について見ると、全てのモードにおいて、
応答が大きくなるに従い固有振動数の低下が認められ
る。これは主に積層ゴムの履歴特性に起因すると考え
られる。特に並進モードである 1次・3次の低減率が
大きい。減衰定数についても、応答が大きくなるに従
い値が大きくなっている。これは主に積層ゴムの変形
が増すに伴い鉛プラグの減衰効果が発揮されたことに
対応すると考えられる。ここでも特に 1次・3次の値
が大きくなっている。
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図－ 7 応答振幅に対する固有振動数の変化
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図－ 8 応答振幅に対する減衰定数の変化

応答の大きさによる固有振動数及び減衰定数の変化
を詳細に調べるため、1次の固有振動数及び減衰定数
と免震層の変位及び 6階の絶対加速度の RMS値との
関係を図－ 7及び図－ 8に示す。これらの図には、地
震前後の日常データ (常時微動記録)から評価した固
有振動数及び減衰定数についてもそれぞれ併せて示し
ている。日常データの詳細については次章で述べる。
まず、図－ 7を見ると、応答が大きくなるに従い急
激に低下した固有振動数は、応答が小さくなる過程で
も暫く低い値を保ち、その後低下した時の軌跡よりも
下方で値を上昇させ、応答が収まった時点では初期値
よりも低い値になっていることがわかる。常時微動か
らの評価結果でも、地震後の固有振動数は地震前に比
べ約 6%低下している。
一方、図－ 8を見ると、応答が大きくなるに従い減
衰定数は急激に増大するが、応答が収まる際の軌跡は
増大時の軌跡と明確には区別できず、応答が収まった
時点での値は初期値とほぼ同じである。また、常時微
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図－ 9 応答スペクトル

動からの評価結果でも、地震の前後であまり変化は見
られない。
建物振動特性の変化を入力の周波数特性との関係か
ら見るため、図－ 9にX・Y各方向の地動入力の加速
度応答スペクトルを示す。これを見ると入力は 1 Hz
付近とそれより短周期の成分に強いパワーを持ってお
り、逆にそれより長周期になると急激にパワーを減少
させていることがわかる。これを建物の振動特性変化
と対比して考えると、固有周期が伸びて応答スペクト
ルのピークを避けると同時に、減衰定数が増大するこ
とにより応答が抑制され、全体として大きな効果が得
られたことがわかる。

§５． 日常データによる特性変化分析

５.１ モーダルパラメタの評価
振幅レベルが微小な常時微動記録である日常データ
を用いた解析には、図－ 2に示す両センサのうち、ア
ンプへの分岐を通して高解像度の信号が得られる左翼
側の加速度計で収録された常時微動波形を用いた。セ
ンサ位置が端部に寄っているため、捩れモードである
2次の成分はほぼ Y方向のみに含まれる。そこで、1
次・2次モードの推定には Y方向の波形を、3次モー
ドの推定には X方向の波形をそれぞれ用いることと
した。
推定された固有振動数及び減衰定数の推定値を、竣
工から現在に至るまでの 8年以上の期間に対して、そ
れぞれ図－ 10及び図－ 11に示す。合理的なモデル
次数選択手法を適用したことにより、全ての記録に対
して適切なモーダルパラメタの推定が行われている。
また、1～3次のモードも全て自動的に正しく抽出す
ることに成功している。

図－ 10を見ると、2011年東北地方太平洋沖地震が
発生した 3月 11日を境にして、全てのモードで固有
振動数がそれまでの変動の範囲を越えて低下している
ことがわかる。また、推定値のばらつきも地震前に比
べ大きくなっている。
また、図－ 11を見ると、減衰定数は地震前に比べ
地震後の方が大きくなる傾向にあり、推定値のばらつ
きもやはり大きくなっている。

５.２ 固有振動数の日常的変動要因とその補正
図－ 10を見ると、地震前後での変化とは別に、固
有振動数の推定値はほぼ年周期で増減を繰り返してい
ることがわかる。極大・極小のピークがそれぞれ冬・
夏に対応していることから、この変動は気温の季節変
化に関係していると考えられる。
そこで、固有振動数を気温との関係で示したのが

図－ 12である。但し、地震による変化の影響と区別
するため、地震前の推定値のみを表示している。これ
を見ると固有振動数は全てのモードで気温と強い相関
を持ち、気温が高くなるほど固有振動数は低くなると
いう関係を持つことがわかった。
同様の分析を応答の振幅との関係についても行った。
固有振動数を応答加速度の RMS値との関係で示した
のが図－ 13である。一般に固有振動数は振幅が大き
くなるほど低くなる傾向を持つが 15)、図－ 13を見る
と、この建物の場合、3次では一般と同様の傾向であ
るが、1次では逆に振幅が大きくなるほど固有振動数
は高くなり、2次では振幅との相関があまり見られな
いという結果となった。
一方、減衰定数について同様に、気温との関係を

図－ 14に、応答振幅との関係を図－ 15に、それぞ
れ示すが、いずれも明確な相関は見られなかった。
モーダルパラメタを建物の健全性を判断する指標の
一つとして用いようとする場合、温度や (弾性領域に
おける)応答振幅の影響は排除されることが望ましい。
そこで、以下のように、固有振動数から温度及び応答
振幅の影響を取り除くように補正することを試みた。
まず、建物の経年変化の影響を極力除くため、各モー
ドの固有振動数を 1年毎の区間 (地震以前)に区切り、
各区間での平均値からの偏差で表す。次に次式の回帰
式を各モード毎に適合させ、最小 2乗法によって回帰
係数を求める。

Δf = α1T + α2 log10 R + α3 (8)

ここでΔf は固有振動数の偏差、T は温度 (℃)、Rは
応答加速度振幅の RMS値 (cm/s2)、αj (j = 1, 2, 3)
は推定する回帰係数である。適合の結果を、温度に対
して図－ 16に (応答振幅は平均値)、応答振幅に対し
て図－ 17に (温度は平均値)、それぞれ示す。固有振
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図－ 10 固有振動数の経年変化
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図－ 11 減衰定数の経年変化

動数データは両因子によってよく回帰されていること
がわかる。回帰係数の推定値はTable 1の通りである。
ここで得られた回帰係数を用いて、各モード毎に、

固有振動数 fを、気温 T0=20 (℃)、応答振幅R0=0.05
(cm/s2)の場合と等価な値 fcに次式により補正した。

fc = f − α1(T − T0)− α2 log10(R/R0) (9)

補正された固有振動数の推定値を図－ 18に示す。
気温変化による年周期の変動が消滅し、応答振幅に
依存するばらつきが除かれたことにより、固有振動数
の長期間にわたる逓減傾向を持ったトレンドと、東北
地方太平洋沖地震による不連続的な低下、そしてその
後の時間の経過によるある程度の回復などが明確にわ

かるようになった。
なお、前章の図－ 7における日常データからの同定
結果については、気温と応答振幅がなるべく近い記録
を選んだ上で補正無しの値を示している。

５.３ 特性の統計量と入力地震動との関係
温度と応答振幅の補正によってかなりの変動が除か
れた後にも、推定誤差によってある程度の幅のばらつ
きは残される。このばらつきの大きさを定量的に評価
することは、推定値の信頼性を判断する上で非常に重
要である。そこで、補正された固有振動数の 30日移
動平均と移動標準偏差を評価した。
また、固有振動数の統計量の長期的な変化とその建
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図－ 12 固有振動数と気温との関係
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図－ 13 固有振動数と応答振幅との関係
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図－ 14 減衰定数と気温との関係

表－ 1 回帰係数の推定値

mode 1st 2nd 3rd

α1 (10−3 Hz/deg) −1.943 −3.742 −2.862
α2 (10−2 Hz) 4.743 0.465 −2.749
α3 (10−1 Hz) 1.021 0.721 0.105

物が経験した地震との関係について検討するため、構
造ヘルスモニタリングシステムに記録された全地震記
録から、建物基部での水平方向の入力加速度ベクトル
の最大絶対値を抽出した。
両者を併せて図－ 19に示す。これを見ると、東北

地方太平洋沖地震以前では、50 cm/s2 程度の最大地
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図－ 15 減衰定数と応答振幅との関係
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図－ 16 気温に対する回帰式の適合結果
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図－ 17 応答振幅に対する回帰式の適合結果

動加速度を記録した地震の場合を含め、標準偏差の幅
と比較して明らかな程の固有振動数の低下を直接招い
たものはなかったことがわかる。これに対して約 150
cm/s2程度の最大地動加速度を持つ東北地方太平洋沖
地震の後には、それまでの標準偏差の数倍の幅で平均
値が低下しており、明らかな因果関係を見ることがで
きる。また、地震後は標準偏差の幅が地震以前に比べ
大きくなっていることも特徴である。平均値で見ると、
地震直後で 7～9%低減した各モードの固有振動数は地
震発生の約 6ヶ月後から回復傾向にあり、約 8ヶ月後
の時点では地震前より 4～5%低い値となっている。
このことは、比較的大きな地震動を経験した影響が、
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図－ 18 補正された固有振動数の経年変化
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図－ 19 補正された固有振動数の 1ヶ月移動平均・移動標準偏差と記録された地震の最大地動加速度

地震後のかなりの期間、建物の微動レベルの振動特性
に残存していることを示しており、地震前後の常時微
動測定による特性値の変化から、その建物の経験した
地震動や応答の大きさをある程度推定できる可能性を
示唆している。
なお、東北地方太平洋沖地震後の固有振動数の低

下は、免震層の変形により上下境界部の仕上材等の固
着が切れ動きやすくなったことによると考えられる。
それによって摩擦を受けながら動く部分が増えたこと
で減衰定数の増大も説明できる。また、約半年後から
の固有振動数の回復傾向については、頻発する余震に
よって縁が切れた状態が保たれていた境界部が、余震
の収束に伴って再び固着し始めたことによるのではな

いかと推察される。

§６． まとめ

都内に建つ免震建物の 2011年東北地方太平洋沖地
震による、地震継続中及び地震前後の振動特性変化に
ついて、それぞれ地震応答記録及び日常的な定時常時
微動記録を用いて明らかにした。
地震継続中については、980秒間の応答記録から 10
秒毎に、それぞれ Y方向・捩れ・X方向に対応する
1～3次モードの固有振動数及び減衰定数を ARモデ
ルを用いて推定し、準連続的にそれらの変化を評価し
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た。その結果、以下の点が明らかになった。
• 全てのモードにおいて、応答が大きくなるに従い
固有振動数の低下及び減衰定数の増大が認めら
れ、その変化率は特に並進モードである 1次・3
次で大きかった。

• 応答の増大と共に急激に低下した 1次モードの固
有振動数は、応答が小さくなる過程でも暫く低い
値を保ち、その後低下した時の軌跡よりも下方で
値を上昇させ、応答が収まった時点では初期値よ
りも低い値に留まっていた。

• 減衰定数については、地震開始時と終了時、及び
地震の前後で値に大きな変化は見られなかった。

• 固有振動数と減衰定数の変化を入力の応答スペク
トルと対比することにより、長周期化と減衰の増
加の双方が高い応答低減性能に寄与したことがわ
かった。

地震前後の変化については、建物竣工以来 8年間以
上にわたり 1日 2回記録された常時微動加速度応答波
形から、同じく 3次までのモーダルパラメタを推定し
た。その結果、以下の点が明らかになった。
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• ベイズの定理を応用したモデル次数選択及びモー
ド抽出手法を用いることにより、全ての記録に対
して 3次までのモードが適切に推定された。

• 同定された固有振動数に対して気温及び応答振幅
の影響を除く補正を行ったところ、長期間にわた
る逓減傾向を持ったトレンドと、東北地方太平洋
沖地震による不連続的な低下及びその後の回復傾
向が明確にわかるようになった。

• 東北地方太平洋沖地震の前後で各モードの固有振
動数は 7～9%の低下を示したが、それ以前のより
入力の小さな地震では明らかな固有振動数の低下
を直接招いたものはなかった。

• 地震前後の常時微動測定による特性値の変化か
ら、その建物の経験した地震動や応答の大きさを
ある程度推定できる可能性が示唆された。

今後は日常データと地震観測記録を両輪として一体
的に分析を行い、日常データを用いた特性変化の評価
結果と地震動や建物応答の大きさとの定量的関係につ
いて検討していきたい。
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